
令和 8 年度一般会計等主要事業一覧 

　　　　　　　　　　　　　予 算 額　　　　　　　　対前年度比 

一 般 会 計　　　　　　30,430,000 千円　　　　　　　△3.9％ 

特 別 会 計　　　　　　15,320,574 千円　　　　　　　  1.8％ 

計　　　 　　　　　45,750,574 千円　　　　　　　△2.1％ 

企 業 会 計　　　　 　　6,350,623 千円　　　　　　　  2.4％ 

合   計　　　　　　　52,101,197 千円　　　　　　　△1.5％ 

 

　　　　　　　（※文中のページ番号は令和 8年度一般会計又は特別会計公営企業会計予算書の掲載ページ） 

1－1　地域医療の充実 

 

市立病院建設準備事業                          4,727 千円／市立病院建設準備室　P197 

　　市立病院建設基本計画策定を継続するなど、新病院の建設に向けて、より具体的な検討を

進める。 

 

病院改修事業                                   28,600 千円／市立病院（企会）　P261 

　　市立病院の老朽設備を更新し、診療環境の維持を図る。 

　　・エレベーター改修工事　　・空調機改修工事　　・諸工事 

 

医師確保対策事業                               21,000 千円／市立病院（企会）　P259 

　　東京科学大学に寄附講座を設置し、市立病院の医師確保を図る。 

 

 

1－2　福祉・保健の充実 

　 

重症心身障害児レスパイトケア事業                 2,415 千円／障がい者福祉課　P137 

　　重症心身障害児を介助する家族の精神的及び身体的負担の軽減を図るため、医療型短期入

所、日中一時支援、又は障害児通所支援を実施する事業者が重症心身障害児の受入れをした

際に補助を行う。 

 

　健康増進事業 　　　　　    5,472 千円／保健センター　P181・保険年金課（国保）P47 

　　健康管理アプリを活用し、健康増進のための主体的な行動を若い世代から促すことにより、

健康寿命の延伸、医療費の抑制を図る。 

 

　特定健康診査事業　 　　　　　　　　　　　　   38,088 千円／保険年金課（国保）P49 

　　国民健康保険加入者のうち 40歳以上の方を対象に、生活習慣病予防を目的とした健康診査

を実施し、疾病の早期発見、早期治療を図る。 

 

　ごみ出し支援事業　　　　　　　　　　　　　 　　       858 千円／生活衛生課　P185 

　　自力でごみステーションにごみを排出することが困難な高齢者等で構成される世帯のごみ

出しを支援し、日常生活の負担軽減を図る。 

 

高齢者の社会参加の推進事業　　　　　　　　　　   26,086 千円／高齢者介護課　P139 

　　秩父市シルバー人材センターや老人クラブ等へ補助を行うことにより、高齢者が活躍する

場を創出する。 



2－1　子ども・子育て支援 

 

ネウボラの充実　　　　　　　　　　　　  　　　　 81,001 千円／保健センター　P177 

　　妊娠前から子育て家庭を支える、切れ目のないサポート体制の充実に向けて「秩父版ネウ

ボラ」を展開する。 

 

出産祝金事業　　　　                             58,260 千円／保育こども課　P153 

出産費用及び紙おむつ・おしりふき等の消耗品購入支援として、第 1子 12 万円、第 2子 30

万円（3か年分割支給）、第 3子以降 50 万円（5か年分割支給）を出産祝金として支給する。 

 

子育て支援拠点の整備、相談機能の強化事業 

64,768 千円／子育て支援課 P151・153・163 

　　子育て環境支援・家庭相談業務や母子支援事業を行うための環境整備と機能強化を図る。 

 

　民間保育園整備補助事業   　　　　　　　　　　　　31,572 千円／保育こども課　P159 

　　民間こども園の施設改修へ補助することにより、改修後に実施予定の放課後等デイサービ

ス事業への円滑な移行を推進する。 

 

　子育て世帯支援事業    　　　　　　　　　　　　　　　9,530 千円／学校教育課　P289 

　　義務教育開始時（入学祝金）と、終了時（卒業祝金）に祝金を支給することにより、子育て

世帯を支援する。 

 

 

2－2　教育の充実 

 

　原谷小学校校舎・体育館大規模改造事業   　　　　　333,344 千円／教育総務課　P303 

学校施設長寿命化計画に基づき、原谷小学校校舎及び体育館等の外部改修工事を行う。 

 

　いじめ・不登校対策充実事業    　　　　　　　　　　54,967 千円／教育研究所　P293 

　　いじめや不登校などの相談業務を行う教育相談室の相談環境整備と機能強化を図る。 

 

　荒川共同調理場ボイラー更新事業    　　　　　　　　23,040 千円／保健給食課　P333 

　　ボイラーを更新し、円滑な給食の提供を図る。 

 

　文化財所管施設管理事業  　　　　　　　　　　　　37,928 千円／文化財保護課　P315 

　　劣化の激しい、市指定文化財である内田家住宅の将来の復元に向け、使用材料等を調査し

ながら解体を行う。 

 

 

3－1　地域の魅力を活かした産業振興 

 

　荒川流域圏構想事業    　　　　　　　　　　　　　　　　437 千円／総合政策課　P81 

　　荒川最上流に位置することを活かし、荒川流域の自治体連携を呼びかけ、森林整備、防災、

観光など上下流交流の具体的な連携を進める。 

 

 



　鳥獣害防除対策事業    　　　　　　　　　　　　　　 1,500 千円／鳥獣対策課　P215 

　　町会や区などを単位とする、地域住民が主体的に行う防除対策に補助することにより、計

画的、継続的な鳥獣害対策の促進を図る。 

 

森林環境譲与税運用事業　　　　　　                85,043 千円／森づくり課　P227 

交付される森林環境譲与税を活用し、森林の集約化を図る区域や方針等を定めた「集約化

構想」を策定し、受け手となる森林経営体とともに森林整備を推進する。 

小学生への森林環境教育や木育の推進、林業就業者対策等を行う。 

 

観光客誘客促進事業　　 　　　　 　　 　　　　　　　　 25,000 千円／観光課　P245 

　　冬季にナイトタイムエコノミーの促進として、秩父地域おもてなし観光公社が街中で開催

しているイルミネーション事業費を負担することにより、冬季の街中の賑わい創出を図る。 

 

 

3－2　企業支援による経済活性化 

 

　ふるさとものづくり支援事業　　　　　　　　　　　 13,129 千円／産業支援課　P237 

　　秩父の地域資源を活かし、新たな酒類の開発をする事業者に補助することにより、新たな

顧客層の開拓や循環型地域経済の形成を図る。 

 

　中小企業振興計画策定事業　　　　　　　　　　　　　3,100 千円／産業支援課　P231 

　　市内企業の現状を調査、分析し、振興計画に反映させ、今後の市内企業の振興を図る。 

 

 

4－1　住み続けたい安心安全なまちの実現 

 

　災害対応機器管理事業　　　　　　　　 　　　　　　29,606 千円／危機管理課　P281 

　　防災行政無線を適正に管理、運用し、災害発生時等に備える。 

 

　防犯灯管理事業　　　　　　　　 　　　　　　　　　36,882 千円／危機管理課　P105 

　　市内防犯灯の適正な配置、維持、管理等を行い、犯罪の発生を抑制する。 

 

地域再エネ等導入推進事業　　　　　　　　　　　　　  103,400 千円／環境課　P189 

　　2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、屋根置き太陽光発電設備や LED 照明等の再エ

ネ・省エネ設備の設置に対し補助することにより、地球温暖化対策の推進を図るとともに、

公共施設への設置も行い、光熱水費の削減も図る。 

 

 

4－2　地域基盤の再整備 

 

　秩父駅東側再開発事業　　　　　　　　　　　　　    24,000 千円／総合政策課　P81 

　　秩父駅東側エリアの再開発のため、まちづくりの考え方をまとめた基本構想を策定する。 

 

　道路新設改良事業　　　　　　　　　　369,610 千円／道路維持課・道づくり課　P253 

　　市道を適正に維持、補修及び改良することにより、利用者が安心して、安全かつ快適に通

行できるようにする。 



　橋りょう維持新設改良事業　　　　　　144,828 千円／道路維持課・道づくり課　P257 

　　市が管理する橋りょうを適正に維持、補修することにより、利用者が安心して、安全かつ

快適に通行できるようにする。 

 

　地籍調査事業　　　　　　　　　　　　3,277 千円／大滝総合支所　地域振興課　P247 

　　土地の地番や面積、境界等を正確に把握し、登記することにより、土地利用の円滑化を図

る。 

 

　地域公共交通網活性化事業　　　　　　　　　　　　  36,652 千円／市民生活課　P85 

　　鉄道運行区間について、現状のデータ収集、分析を行い、今後の効果的な支援方針等の検

討に必要な資料を作成する。 

 

 

5－1　開かれた市政の推進 

 

　広報事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  49,464 千円／広報広聴課　P65 

　　毎月発行している市報ちちぶをはじめホームページ、テレビ、ラジオ、SNS など、様々な媒

体を活用し、市政情報からイベント等のお知らせまで、幅広く周知を行う。 

 

　市民意識調査事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 398 千円／改革推進課　P79 

　　意識調査の結果を参考に市政運営を実施する。 

 

若者チャンス創造事業　　　　　　　　　　　　　　　 1,500 千円／総合政策課　P83 

　　若者により組織された団体が取り組む、まちづくり活動に対して支援することにより、若

者の定住等を図り、地域の活性化を図る。 

 

（仮称）若者会議の設置　　　　　　　　　　　　　　　 500 千円／総合政策課　P81 

　　公募により（仮称）若者会議のメンバーを募集し、若者の視点からまちづくり施策を提案

してもらい、市政に取り入れる。 

 

5－2　行財政改革の推進 

 

　住居表示事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 14,782 千円／市民課　P113　 

　　現在、紙で管理している住居表示台帳を電子化することにより、台帳の精度を保ち、窓口

対応の迅速化を図る。 

 

　ＤＸ推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,900 千円／改革推進課　P79 

　　自治体ＤＸの知識やノウハウを有する専門家の派遣を受け、市民の利便性向上や業務の効

率化、事務負担の軽減を図る。 

 

　ふるさと納税事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　  95,000 千円／財政課　P83 

　　魅力ある返礼品の登録や寄附募集サイトの掲載方法など、更に検討を行い、寄附額の増加

を図る。


